





































知した。抗告人と栃木県との間で, 質問, 回答, 弁明等のやりとりがされ,
同年12月27日, 栃木県知事は, 県職員らをしてａ老健への立入検査を行い,
平成19年２月９日, 栃木県は, 抗告人に対し, 身体的拘束等についての改
善は認められるものの, その余の改善, 弁明は認められないとして, 同月
20日までに勧告に従うか否か回答するように伝えた。抗告人は, 同月20日,




更に, 抗告人は, 栃木県知事が, 抗告人に対し, 介護保険法103条２項に











































































などから, 制裁的公表に関わる法的問題としては, 法律の根拠, 手続保障,
プライバシー・個人情報保護, 情報公開, 公務員法上の守秘義務, 抗告訴

























本決定では, 抗告人が, 栃木県知事は, 抗告人に対し, 介護保険法103
条２項に基づく公表をしてはならないことを求めることから, 本件公表に
処分性が認められ, 本案訴訟が適法に係属しているかが, 争点１となる。






































































































































































































































































賀克也『新・情報公開法の逐条解説』(有斐閣, 第５版, 2010) ２頁を
参照のこと。
(７) 行政による制裁を目的とした公表に対する法的研究としては, 阿部泰
隆『行政法解釈学Ⅰ』(有斐閣, 2008) 598頁以下, 川神裕「法律の留保」
藤山雅行編『新・裁判実務大系25行政争訟』(青林書院, 2004) ３頁以
















































































(14) なお, 行政による公表の取消訴訟の可能性を認めるものとして, 宇賀
克也『行政法概説Ⅰ』(有斐閣, 第４版, 2011）259頁参照。
















































































































































(27) 介護事業と同様に, 身体や健康に深く関係わり, 社会的評価とりわけ
信用が重要となる事業として食品関連事業がある。1996年に発生して大
阪府堺市で学校給食への O157汚染による食中毒事件につき, 厚生省
(現, 厚生労働省｡) による疫学原因調査でカイワレダイコンが感染源の
可能性が高いと報道され, その結果としての風評被害で打撃を受け, 倒
産・破産, 自殺してしまうカイワレ農家が出る事態となったと報道され
ている（｢平成15年５月21日朝日新聞東京本社夕刊第４版 1・15頁｣)。
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